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第 1 節 地域雇用政策の位置づけと特徴 

































                                                          
1厚生労働省労働政策審議会は、2001 年 1 月 6 日、厚生労働省設置法第 6 条第 1 項に基づ
き設置されている。労働政策審議会は上記 7 分野の分科会を置き、労働政策審議会令に



































































































































































































































































































































策という 2 つの政策側面から分析する。これは、1987 年の地域雇用開発等促進法に
おいて、経済・産業政策と雇用政策が合流した背景を整理するためである。章構成と
して第 1 節と第 2 節で戦後から 1987 年までの雇用政策における地域的課題への取組
みの経緯を整理する。第 1 節では戦後の大量失業への対策が必要とされた戦後復興期
























業吸収に関わる議論が開始された。1946 年 2 月 9 日に経済安定本部による「失業対
策として急遽措置すべき事項に関する意見」が建議され、同年 11 月 12 日には「公共
事業に失業者を優先雇傭する」ことが決められた。また、公共事業等の拡大により失
業者を吸収するための戦後復興土木事業が実施された。 














業対策事業による都市集中の課題をふまえ、同年 11 月 9 日に発表された開拓事業に
よる帰農促進・食糧増産と同調し、都市への失業者の集中回避が検討されていた。そ
のため、連合国軍総司令部（GHQ)の指示により、予算規模を 60 億円に拡大し、地域




                                                          
7加瀬和俊[1998]を参照。 
8文部省[1997] 56-58 頁。 




































                                                          
10大蔵省財政史室編[1981] 964 頁。 
11濱口桂一郎[2011]180-186 頁。 
12法律第八十九号緊急失業対策法（1949 年 5 月 20 日発行）。 
13大竹文雄[2003]42-45 頁。 







































                                                          
15 農林水産省[1955]『臨時農業基本調査：農家調査』。 
16並木正吉［1957］189-190 頁。 
























































業動向調査18では 1961 年には 79.6 万人が他産業に流出しており、ピークとなる



























                                                          
181963 年以降は「農家就業動向調査」。 
19
 美崎皓[1979]155 頁。 
20




































                                                          
21河相一成[1985]29-66 頁。 
22国立社会保障・人口問題研究所「第 4 次雇用対策基本計画：1979 年 8 月 10 日」『日本








































































1951 年時点では国内に 67,276 戸の農家が生まれ、小規模自作農経営が拡大した。こ
れら新規入植者は自作農が 6 割強を占める一方で、経営面積が 5 反未満の零細農家が
全体の 58％を占めており、その多くが 3 反未満の零細農家であった。また、5 反以上









1955 年には最初の経済計画である「経済自立 5 ヵ年計画」が出され、経済の自立
と完全雇用、社会保障の強化が目指されるようになった。1960 年代に入り、産業構





1960 年 12 月 27 日には国民所得倍増計画が池田内閣により発表され、「速やかに国
民総生産を倍増して、雇用の増大による完全雇用の達成をはかり、国民の生活水準を
大巾に引き上げることを目的」26として、太平洋ベルト構想が示された。 









































































1970 年代から 80 年代半ばまでは地域間の不均衡が一時改善されたかのような時期が













































第 4 節 1987 年地域雇用開発等促進法制定の意義とその限界 
21 
 






て、1987 年 3 月 31 日に地域雇用開発等促進法が制定された。地域雇用開発等促進法







































































































第 2 章 1990 年以降の地域雇用政策の変遷と現在の特徴 
 
はじめに 
 近年の地域雇用政策は、雇用政策、産業政策、失業対策の従来の 3 つの領域が統合
的に扱われることに加え、福祉政策や地域再生に関わる政策分野にも広がりを見せて













































る。第 4 節では特に 2005 年以降の事業内容を整理し、現在の地域雇用政策の特徴を
示す。 
 























                                                          
33中央職業安定審議会「魅力ある雇用機会づくり等総合的な地域雇用対策の確立について」















及した地域開発からの転換が明示されている。この背景には、1993 年 6 月に地方分
権に関して国会で「地方分権の推進に関わる決議」を両院が可決したことが反映され
ている。さらに、1995 年 7 月には地方分権推進の基本理念について規定する「地方
分権推進法」も制定された。 
しかし、世界的な通貨不安や証券会社の倒産による景気低下と財政転換により橋本



















                                                          
34渥美恭弘[2006]1-37 頁。 
35
 内閣府「総合経済対策」(1998 年 4 月 24 日) （2014 年 3 月 10 日アクセス）。 
(http://www5.cao.go.jp/keizai1/keizaitaisaku/1998/19980424taisaku.html) 








年から 11 年連続して増え、ピークとなった 1997 年には、685 万人と全就業者の
10.4％を占める」ことを明らかにしている36。このような地域では、2000 年国勢調査











全失業率が 5％に迫るまでに上昇し、完全失業者数が 300 万人を超える状況が生まれ
た。そのため、1998 年 4 月の「経済総合対策」の中で 1 兆円規模の「緊急雇用開発









策事業の弊害に留意し、2 年間の実施期間と雇用期限を 6 ヶ月とする事という条件を

























第 2 節 地方分権改革以降の地域雇用政策の変化 






















安定関係事務の変更がある。2000 年 4 月 1 日以降、職業安定行政は国の統一的機構
の下に置かれ、都道府県労働局への統合が行われた。国の直接執行事務と決められた
根拠として、労働権保障のための労働行政の第一次的責任を国の下におくこと、雇用










































                                                          




























により、1999 年度から 2000 年度で、新規雇用者数は 52 万人創出し、うち教育・文






                                                          
43奥田均[2005]38-61 頁、奥田均[2008]1-15 頁。 
44
 五石敬路[2010]では、雇用創出のための基金事業の変遷について 1999 年（2001 年 3
月末終了）「緊急地域雇用特別基金事業」を第 1 次基金事業、2001 年「緊急地域雇用創
出特別基金事業」と、2002 年、2003 年、2004 年の改正までを第 2 次基金事業と分類し
ている。 
45








第 3 節 地域開発方針の転換と「地域主体」の意味 



























                                                          
46内閣府地方分権改革推進委員会有識者会議「雇用部会:第 1 回配布資料」(2014 年 2 月
27 日 ア ク セ ス ) 。 （ http://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/doc/koyoubukai01shiryou02.pdf） 
47内閣官房地域再生推進室・内閣府地域再生事業推進室［2005］「地域再生のために：地






































第 4 節 現段階の地域雇用政策の特徴 
                                                          
48小田清[2007]1-17 頁参照。  
49
 厚生労働省雇用政策研究会「平成 16 年度第 8 回雇用政策研究会」（2014 年 3 月 13 日
















































































































第 3 章 地域雇用政策による就業機会形成の成果と課題 































珠洲市内三集落の生活実態調査は、1989 年から約 10 年おきに実施されており、1989
年から金沢大学研究者を中心とする医療・福祉問題研究会と、2011 年に筆者も参加
した金沢大学地域政策研究センターを中心として実施された同集落の生活調査に加え
                                                          
50
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第 2 節 調査対象地域の人口動態と産業構造 
 石川県珠洲市は、能登半島最北部に位置し、平地が少ない地形構造にある。調査対
象集落は、市内でも特に高齢化率の高い地域である。対象地域の人口は、第一回
















は 35.7%(50 軒)であった。2011 年調査では、65 歳以上高齢者の割合は 52.1%であ














































1989年調査時 226 69 267 84 ― ― 25,774 7,190 ― ―
1999年調査時 161 54 199 75 -25.5% -10.7% 21,711 6,899 -15.8% -4.0%



























も多く、次いで給与所得が 25%（17 軒）であった。また、第一次産業を主とする 22
軒のうち 19 軒が、年金や給与所得、自営、出稼ぎなどの他の現金収入の機会を持っ
ていると回答している（表 3）。農業を主とする第一種兼業が 11 軒、出稼ぎ含む第














                                                          
57最盛期の 1990 年から 2000 年にかけて、最大規模の葉タバコ農家では、摘み取りや乾燥、
加工のために近隣地域の女性を中心に年間延べ約 1000 人の作業労働者を雇用した。当時






[表 3]1989 年、1999 年調査時の家計における収入内訳  （単位：世帯）  
 
 





























所得要素第１位 回答世帯数 所得要素第１位 回答世帯数
第一次産業（農業、漁業、農漁業両方） 22 年金 17
給与 17 給与 15
自営業（飲食店、小売、民宿） 10 第一次産業（農業、漁業、農漁業両方） 8
年金 12 自営業（飲食店、小売、民宿、船大工） 5
出稼ぎ 4 出稼ぎ 1
恩給 2 預貯金など 1
役員報酬 1 ‐
回答数計 68 回答数計 47
年金 給与 農業 漁業 仕送り 恩給 賃貸収入 雑収入 貯金 回答数計
回答
世帯数




























第 4 節 過疎高齢化地域における地域雇用政策の意義と可能性 
 次に、過疎高齢化地域の住民が設立したコミュニティビジネス「株式会社 N」を事

















の約 98％にあたる 87 名が参加している。住民への利益分配を目的として株式会社の
組織形態を選択しており、2009 年、2011 年には事業利益から配当を出している。 















資料：「株式会社 N」株主第四回総会資料 (2012 年 5 月 26 日開催）より作成。 
 





















































産物加工品の開発、およびそのブランド化の 3 点があげられる。第 1 に、大豆の加工





























「株式会社 N」では、2010 年から 2 年間「ふるさと雇用再生特別基金事業」を利用
しフルタイム職員を雇用してきた。同事業は、都道府県が基金を造成し、地域主導の
雇用創出事業に対して人件費を含む事業費を支援するものである。2011 年度「株式
会社 N」は売上 2811 万 5 千円であり、人件費 1215 万円と諸経費 1003 万円を除き、
純利益 230 万円を得ている。この事業期間内に同施設は、設立時に珠洲市から受けて
いた借入金を完済し、冷蔵施設への投資など積極的な経営を行ってきた。「ふるさと
雇用再生特別基金事業」は 2012 年 3 月末に終了したが、雇用した職員全員が継続雇
用されている。 

















































































































































































第 2 節 島根県海士町の概要と UI ターン者の定住条件 
 島根県海士町は島根県隠岐の島前 3 島の一つであり、面積 33.5 平方キロの離島振
興法の指定地域である。人口は長期的な減少傾向にあり、1950 年国勢調査では 6986












は、普通建設事業費等の投資的経費は歳入の約 4 割を占める支出規模であった63。 






は 2004 年から 2011 年までに、215 世帯 327 人のＩターンと 173 人のＵターン者が














図 1 海士町の人口推移と増減数の変化     （人） 
 




に行う産業体験助成金事業を利用した I ターン者のうち調査協力を得られた 11 名に
対して、定住決定と就業支援や定住支援住宅、町営住宅等の行政生活支援の意義と課
題に関する調査を行っている。産業体験助成金とは、海士町が UI ターン者の雇用主
に対して、1 年間 5 万円の助成金を支給する制度である。産業体験という名称である
が、UI ターン者の就労形態は一般の就業者と同様の雇用就業であり、雇用主はこの
助成金を就業者の賃金の一部補填や賃金上乗せ分という形で利用している。調査で

































ト用紙を配布し郵送回収する方法がとられた。海士町では 80 名に依頼し、45 名（I




職」へ移動している者が 7 名、④「その他」と「不明」が 11 名、⑤「専門・技術






























































                                                          
64
 海士町観光協会、漁業後継者のマッチングの取組みについては、2013 年 10 月 8 日海士
町交流促進課青山富寿生氏へのヒアリング調査にもとづく。 








































                                                          
66 水産加工事業の支援については、2013 年 10 月 7 日海士町産業創出課大江和彦氏への
ヒアリング調査にもとづく。 














海士町の自治体財政について 1996 年から 2010 年までの決算カードを整理し、行
財政面の地域課題を検討する。歳入（図 2）は地方交付税と地方債、国庫支出金を中




歳入合計が減少し、2005 年には 1997 年の約 70％にまで歳入合計が減少した。歳出
内容をみると、1996 年から 2002 年までは公債費負担が大きい構造にある。元利償還










町の性質別歳出（図 3）をみると、これらの改革が行われた 2002 年から 2005 年ま
で人件費、物件費といった義務的経費の削減も見られる。しかし、2005 年以降は、




















図 1 海士町の歳入 
 
図 2 海士町 性質別歳出（百万円） 
 
資料 総務省「平成 8 年～平成 22 年度市町村決算カード」より作成。 
                                                          








































































































































































































































                                                          
71総務省過疎対策事業債（ソフト分）事業として実施された。2010 年度の事業費は 71.9
百万円（うち過疎債 33.6 百万円）。 
72 高校魅力化事業については、2012 年 6 月 10 日高校魅力化プロデューサー岩本悠氏へ






































                                                          
73海士町の医療・福祉体制については、2013 年 10 月 7 日海士町健康福祉課課長濱見優子
氏へのヒアリング調査にもとづく。また、海士町国民健康保険海士診療所の取組みについ
ては橋本貴彦[2012]が詳しい。 





























まず、第 1 章、第 2 章では、現在の地域雇用政策が形成される社会的背景を明らか
にするため、戦後以降の雇用政策と地域開発政策の展開と両者の近接の過程、またそ
れらが統合的に扱われる中での内容の変化について政策形成の視点から歴史的な整理



































































































































































































































































                                                          
75
 厚生労働省「地域、中小企業、産業の特性に応じ、雇用の創出及び雇用の安定を図る
こと」について：平成 22 年度 実績評価書(平成 21 年度の実績の評価）（2014 年 6 月 5




































































例として」、高崎経済大学附属研究所紀要『産業研究（第 45巻 1号）』13-30頁。 
神崎淳子[2013a]「過疎高齢化地域における地域雇用政策の意義と課題:石川県珠洲市内集










































































『日本建築学会研究報告（九州支部 3：計画系 (46)）』13-16頁。 
中島熙八郎・中園眞人・山本幸子・小峯裕[2007]「農山漁村におけるＩターン者住宅の持
続的活用・管理システムに関する研究(その 4)：4県下町村に見る転入人口とＩターン者


























































政策の検証 (特集 貧困への視座と対策のフロンティア)」『海外社会保障研究 (第 177号)』
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